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地方税財源の充実確保に関する決議 

社会保障や地方創生・人口減少対策、地域経済の活性化、防災・減災対

策など対応すべき課題が年々増大する中で、地方公共団体が、地域の諸課

題に責任を持って取り組むためには、その基盤となる税財源を持続的、安

定的に確保することが不可欠である。 

しかしながら、地方財政の状況をみると、これまで厳しい歳出抑制を

行ってきてもなお、巨額の財源不足が生じており、依然として厳しい状況

にある。 

また、地方歳出の多くは法令により義務付けられている経費や国の補助

事業であり、国の歳出改革が進められる中で、法令や制度の見直しを行わ

ず、地方の歳出削減が実施されれば、地域経済の好循環や地方創生の取組

はもとより、住民に対する行政サービスの確保に深刻な影響を与えること

が強く懸念される。 

なお、地方公共団体の基金は、災害や将来の税収の変動等に備え、行財

政改革や歳出抑制を進めることにより造成したものであり、その残高を

もって地方財政に余裕があるかのような議論は断じて容認できない。 

よって、地方税財源の充実確保を図るため、次の措置を講ぜられたい。 

１ 地方の実情に沿ったきめ細かな行政サービスを十分担えるよう、地方

の安定的な財政運営に必要な一般財源総額を確保すること。 

その際には、地方税の一層の充実を図るとともに、税源の偏在性が少

なく税収の安定性を備えた地方税体系を構築すること。 

２ 地方交付税については、引き続き、財源保障機能と財源調整機能の両

機能が適切に発揮できるよう、その総額を確保すること。 

また、臨時財政対策債に頼らず、安定的にその総額を確保できるよう、

法定率の引上げを含めた抜本的な改革を行うこと。 

なお、臨時財政対策債の償還額が累増していることから、引き続き、
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その発行額を圧縮するとともに、償還財源を確実に確保すること。 

３ 地方財政計画の策定に当たっては、引き続き、実態に即した税収を的

確に見込みながら、社会保障関係経費のみならず、地方創生の取組や投

資単独事業等の地方の財政需要を適切に反映させるなど、必要な歳出を

確実に計上すること。 

４ 「地方創生推進交付金」については、創意工夫をしながら柔軟に活用

できる制度にするとともに、安定的かつ継続的に所要額を確保すること。 

以上、決議する。 

令和元年10月31日 

全国都道府県議会議長会
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東京電力福島第一原子力発電所事故対策に関する決議 

平成23年３月11日に発生した東京電力福島第一原子力発電所事故は、

８年が経過しても、いまだ収束しておらず、福島県では、今なお多くの

人々が避難を余儀なくされている。 

また、放射性物質による健康被害への不安を始め、農林水産物や観光

等に対する風評など、原発事故が広範囲に深刻な影響を及ぼし続けてい

る一方で、時間の経過とともに記憶の風化も進んでいる。 

こうした中、政府は平成28年12月に「原子力災害からの福島復興の加

速のための基本指針」を閣議決定し、平成29年５月には「福島復興再生

特別措置法」を改正した。原子力政策を国策として推進してきた国は、

一刻も早い事態の収束を図り、福島の復興・再生を加速させるべきであ

る。 

よって、福島県民を始めとする全国民が安全と安心の下で暮らすこと

ができるよう、次の措置を講ぜられたい。 

１ 原発事故への対応 

(１) 国が前面に立ち、東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に向け

た取組を安全かつ着実に進めること。 

(２) 東京電力に対しリスク管理の徹底を求めるとともに、指導・監

督を徹底すること。 

２ 測定体制の整備と結果の提供 

大気中、海水、飲料水、農林水産物、土壌等の放射線モニタリング

体制を更に充実し継続的な測定を行い、その測定結果及び科学的な知

見に基づく評価結果を国民に速やかに提供すること。 

３ 住民の健康対策 

国として長期間にわたり福島県民及び放射性物質の汚染が認められ

る地域の住民を始めとした国民の健康を管理する体制を構築し、中長

期的な視点に立った抜本的な対策を講ずること。 
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４ 放射性物質の低減対策 

(１) 「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に

伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により放出された放射

性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」（以下「特

措法」という。）に基づき、国の主体的責任の下、除去土壌の適正

管理と早期搬出、搬出後の原状回復、除染後のフォローアップな

ど必要な取組を確実に実施するとともに、必要な経費を確実に措

置すること。また、特定復興再生拠点区域の除染については、関

係町村の実情に配慮しながら確実に実施するとともに、拠点区域

以外の除染の方針を具体的に示すこと。 

(２) 安全な農林水産物を継続的に生産できるよう総合的な対策を講

ずるとともに、農業用ダム・ため池の放射性物質低減のための取

組について、営農再開・復興を目的とした福島再生加速化交付金

事業が着実に推進されるよう十分な予算を確保すること。 

また、森林の放射性物質低減対策については、生活環境の安全・

安心の確保、里山の再生、調査研究等、森林・林業の再生に向け

た総合的な取組について、地域の実情を踏まえ、実効性のあるき

め細かな対策を講ずるとともに、中長期的な財源を確保すること。 

(３) 放射性物質に汚染された廃棄物等のうち、特措法の指定廃棄物

（8,000ベクレル／kg超え）となったものは、特措法の基本方針に

基づき、国の責任において処分施設を確保し、確実に管理・処分

を行うこと。 

また、汚染濃度にかかわらず、放射性物質に汚染された廃棄物

等は、国の責任において管理・処分に要する費用を負担し、迅速

かつ適切な処理を進めること。 

さらに、放射性物質に汚染された焼却灰や汚泥等については、

放射性物質濃度を低減させ再利用を可能にするための実効性のあ

る技術開発や指定廃棄物を出さない処理方法を早急に開発普及さ

せ、既存処理施設での処理促進のための財政支援を講ずること。 
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５ 風評の払拭等 

(１) 国民が放射線と健康・食に関する正確な知識を身につけること

ができるよう、放射性物質について、科学的根拠に基づいた正確

な情報を分かりやすく広報するとともに、原子力災害や放射能汚

染、健康影響に関する全ての情報を速やかに公開するなど、積極

的な広報・教育活動を行うこと。 

また、各地方公共団体等が実施する復興状況などの情報発信等

に対する財政支援を継続・拡充すること。 

(２) 農林水産物等の安全性に関する正確な情報提供やＰＲ活動を継

続、拡充して行うとともに、各地方公共団体等が実施する農林水

産物等の販路回復・拡大、販売促進に向けた取組などに対する支

援を充実すること。 

また、野生の山菜、きのこ、野生鳥獣の肉の出荷制限の解除に

ついては、検体数の確保が困難なため、地域の実態に即して柔軟

に対応すること。 

(３) 被災地における交流人口の拡大を図るため、正確な情報の発信、

国内外の大規模な観光キャンペーンの継続的な実施、外国人旅行

者増加のためのビザ発給条件の更なる緩和、観光振興に対する財

政支援の強化など総合的な観光促進策を講ずること。 

(４) 農林水産物等の輸出の回復、拡大に向け、原発事故による輸入

規制を実施している国・地域に対し、科学的根拠に基づいて、規

制措置を撤廃するよう強く働きかけるとともに、政府間交渉の取

組状況については、継続して情報提供を行うこと。 

６ 原子力災害に伴う損害賠償等 

(１) 原子力災害に関する全ての損害について、適切かつ速やかに完

全な賠償が果たされるよう東京電力に対し強く指導するとともに、

被害者に対して責任を持って迅速かつ十分な支援を行うこと。 

また、都道府県や市町村が原子力災害に起因して対応した経費

全額を国庫負担又は東京電力の賠償の対象とすること。 

(２) 営業損害や風評被害の賠償について、被害者からの相談や請求
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に丁寧に対応するなど、事業者の立場に立った取組を徹底し、事

業の再建につながる賠償を的確に行わせること。 

７ 原子力発電所事故被災地域の復興 

(１) 「福島復興再生特別措置法」や同法の基本方針等に基づき、国

が一体となって総合的な施策を推進するとともに、復興が成し遂

げられるまでの間は、福島再生加速化交付金制度を継続するなど

必要な予算を十分かつ確実に確保すること。 

(２) 避難住民の生活の質の向上を図るとともに、一日も早く元の生

活を取り戻すための支援措置を国の責任において確実に実施する

こと。 

また、復興の状況の推移に応じて、新たに発生する課題への対

応が必要とされる場合は、法制度の拡充を含め、必要な制度の構

築を図ること。 

(３) 避難地域等の事業者が事業を継続し、雇用を確保できるよう、

強力な支援措置を講ずること。 

(４) 帰還困難区域の「特定復興再生拠点区域復興再生計画」につい

て、その内容を実現し、計画期間内の避難指示解除が確実にでき

るよう、責任を持って取り組むこと。 

(５) 福島イノベーション・コースト構想の実現に向け、関係省庁等

が緊密に連携し、必要な取組を強力に推進すること。 

(６) ＪＲ常磐線については、地元自治体や東日本旅客鉄道株式会社

と連携を図り、適切な指導、技術的支援及び財政的支援を通じ、

一日も早く全線開通させること。 

(７) 地域コミュニティの再生に向けて、被災自治体に対し、財政的

支援を含めた長期的な支援を行うこと。 

８ 原発事故の検証及び原子力施設の安全対策 

(１) 東京電力及びオフサイトセンターを含む国の初期対応を始め、

事故拡大に至った原因や、地域住民や国民に対する情報提供の在

り方等を徹底的に検証し、事故についての責任の所在を明らかに
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すること。 

(２) 炉心溶融の公表が遅れたことについて、国の責任において早期

に真相究明を行い、国民に対して真実を明らかにすること。 

(３) 新規制基準については、原子力規制委員会が国民に説明責任を

果たし、原子力施設に対し厳正な審査を実施すること。 

また、今後も様々な関係機関や専門家等の意見を聞きながら、

幅広い議論を行い、常に最新知見を反映した見直しを行うことに

より、真に実効性のある規制を確立すること。 

(４) 東京電力福島第二原子力発電所の全基廃炉が福島県民の総意で

あることを強く受け止め、国の責任で全基廃炉を早急に実現する

こと。 

以上、決議する。 

令和元年10月31日 

全国都道府県議会議長会 
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厚生年金への地方議会議員の加入に関する決議

地方創生が我が国の将来にとって重要な政治課題となり、その実現

に向け大きな責任を有する地方議会の果たすべき役割は、ますます重

要となっている。 

こうした要請に応えるため、地方議会議員の活動も幅広い分野に及

ぶとともに、より専門的な知識が求められ、専業として活動する議員

の割合も高くなっている。 

しかしながら、先の統一地方選挙では、道府県議会議員選挙の投票

率が過去最低となり、無投票当選も過去最高を更新するなど、深刻な

状況となっている。 

こうした中、選挙権年齢の引下げに伴い、若者に対して政治への関

心を高めるための啓発活動の充実強化を図るとともに、民間サラリー

マン等と同様の厚生年金に加入できるようにすることは、人材の確保

につながり、厚生年金の適用拡大の必要性が指摘される中で、その方

向にも沿ったものと考える。 

よって、国民の幅広い政治参加や、地方議会における多様な人材確

保の観点から、厚生年金への地方議会議員の加入のための法整備を早

急に実現されたい。 

以上、決議する。 

  令和元年 10 月 31 日 

全国都道府県議会議長会
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